京都コンサートホールの非公募について
	京都コンサートホールについては，前回（平成１７年度）の指定管理者の選定は公募とし，結果，財団法人京都市音楽芸術文化振興財団（以下「音芸財団」という。）が選ばれたが，平成２１年度からは，当該財団が京都市交響楽団（以下「京響」という。）の運営をも担う状況となり，前回選定以降に大きな状況の変化が生まれている。

京響の運営を音芸財団に移管したことにより，積極的な広報活動やインターネットによるチケット販売等，市直営時代には難しかった機動的な営業活動が実現でき，京響の地力と音芸財団の経営手法の融合の結果，観客数の増加や依頼公演の大幅な増加という成果を生み出している。

京都コンサートホールについては，「クラシック音楽の殿堂」として，その機能を十分に果たせるよう適切な施設管理を継続するとともに，京響のフランチャイズホールとして活用し，ハードとソフトの一体化による相乗効果で京都の音楽文化のブランド力を高めていくことが必要である。

そのためには，京都コンサートホールの管理運営と京響のマネジメントを一体的に行える団体が指定管理者にふさわしく，それは，上記のように一定の成果を上げていることや同等の効果を生み出すことのできる事業者を他に想定できないことなどから，音芸財団以外にあり得ない。

したがって，平成２３年度からの京都コンサートホールの指定管理者の選定に当たっては，非公募とし，音芸財団を指定管理者候補として，選定委員会で審査していただきたい。


（補則）非公募の理由
　仮に公募する場合，「京響の派遣を受け入れてコンサートホールとの一体的な事業推進により相乗効果のある運営が行えること。営利法人等で派遣受入れが困難な場合は，これと同等の効果を生むことができること。」という条件を設定せざるを得ない。しかし，
①　京響の派遣受入れ先となることが法律上可能な公益法人では，音芸財団以外からの応募が見込まれない。

②　営利法人等の場合，京響を受け入れたと同等の効果を生む運営については

　困難との判断から，応募の可能性は低い。
以上のことから，公募しても音芸財団以外の応募者がない可能性が極めて高い。更には，こういう条件設定が公正な競争を妨げるため，公募するならば京響の取扱いは切り離して募集すべきとの指摘を受ける可能性があるが，それでは，京都コンサートホールが目指す施設のあり方（ハードとソフトの一体化）の実現が難しくなる。

これらのことから，コンサートホールの施設の目的を達成するためには，指定管理者の選定は公募よりも非公募とすることが妥当であり，音芸財団を指定管理者候補とする。
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